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聞

市
民
の
社
会
貢
献
さ
ら
に
／

東日本大震災の被災地で iど を緩和した改正NPO法

の支援活動でも注目される 1と 、NPO法 人への新しい

ように、市民で構成されて 1寄 付金税制に関する税制改

社会貫散を行う特定非営利 '正 関連法が、今年 6月 に成

活動法人 (NPO法 人)の !立 した。改正NPO法 は来

さらなる活躍が期待されて i年 4月 に施行され、新寄付

いる。そうした中、公明党 !税 制は競に施行 されてい

を含む超党派の取り組みに ,る 。今回の法改正などにつ

よって、税制面で桂追され iい ての評価や課題をNPO

る認定NPO法 人の要件な i関 係者や識者に聞いた。

改正INPO法など|の
―
評価と1課題は?

①認定NPO法 人の要件を緩和

「年3000円以上の寄付者が年平均100人以

上」という基準が選択肢 として追加され、

認定のハー ドルが低くなった。

②税額逮除で寄付者の減税額を拡大

認定NPO法 人などに個人が寄付した場

合、税額控除を選択することができ、確定

申告により、寄付額の最大約40%(地 方税

を含めると最大約50%ま で)の 選付を受け

ること力Sできるようになった。従来の所得

控除に比べ、減税額が大幅に拡大される。

③ 「認証」「認定」機関を国税庁から都道府

県 ・政令市に

NPO法 人の 「認証」、認定NPO法 人

の 「認定」を自治体が担当することで、い

ずれも手続きが容易になるなど負担軽減が

期待されている。

仮捜住宅団地の環境調査について播し合う 「いわて連携窪興

センター」などのメンブヽ一=8月 9日  岩 手 ・釜石市

雄
民
ア
シ
ス
タ
ン
ト
集
成
語
座
で
意
見
を
変
わ
す

参
加
者
＝
７
月
２
回
　
東
京

・
中
央
区

（提
供
＝

難
民
支
援
協
会
）

源
兵
衛
川
で
開
か
れ
た
生
き
物
観
豪
会

＝
８
月
１３

日
　
静
岡

・
三
島
市

（提
供
＝
グ
ラ
ウ

ン
ド
ワ
ー

ク
三
島
）

Ｐ
Ｏ
法
人
を
め
ざ
す
団
体
は
着

実
に
増
え
て
い
る
よ
う
だ
。

そ
の

一
方

で
、
鹿
野
代
表
理

事
は

「新

し
く
組
織
を
立
ち
上

げ
る
団
体
は
、
ま
ず
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法

人
格
を
取
得
す
る
た
め
の

『
認

証
』
を
受
け
た
後
に
、
認
定
Ｎ

Ｐ
Ｏ
の

コ
認
定
』
を
受
け
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

『
認
定
』
に

は
２
年
間
分
の
活
動
実
績
が
判

定
材
料
と
し
て
必
要
だ

。
屋
災

の
特
例
措
置
と
し
て
、
実
績
判

定
な
ど
の
要
件
緩
和
を
考
え
て

ほ
し
い
」
と
訴
え
て
い
る
。

東
京
都
新
宿
区
内
に
あ
る
認

定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人

「難
民
支
援
協

会
」
の
事
務
所
を
訪
れ
る
と
、

ス
タ

ッ
フ
が
外
国
人
の
相
談
に

親
身

に
応
じ
て
い
た
。
１
９
９

９

年

に
設

立

さ

れ

た

同
協

会

は
、
２
０
０
８
年
に
認
定
Ｎ
Ｐ

Ｏ
法
人
を
取
得
し
た
。
難
民
申

講
者

へ
の
申
請
手
続
き
の
説
明

と

い

っ
た
法

的

支

援

を

は

じ

め
、
難
民
申
請

の
結
果
を
待

っ

て
い
る
難
民
ら
に
対
し
、

「
医

・
職

・
住
」
を
中
心
に
生
活
支

援
な
ど
を
続
け
て
い
る
。

認

定

Ｎ

Ｐ

Ｏ

制

度

に

つ
い

て
、
石
井
宏
明
常
任
理
事
は

配

年
の
制
度
開
始
当
初
、
現
場
か

ら

懸

け
離

れ

た

認
定

基

準

だ

っ
た
が
、
徐
々
に
改
善
さ
れ
て

き

た

。
８

回

目

と

な

る

今

回

の
改
正
は
、
ほ
ぼ
集
大
成
と
言

え

る

」

と

高

く

評

価

し

て

い

容
易
な
「認
定
」手
続
き

調
し
て
い
る
の
が
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法

人

「グ
ラ
ウ
ン
ド
ワ
ー
ク
三
島
」

（静
岡
県
三
島
市
）
の
渡
辺
豊

博
事
務
局
長
だ

。

２０
の
市
民
団
体
の
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク
か
ら
な
る
同
Ｎ
Ｐ
Ｏ
は
、

活

動

開

始

か

ら

１９

年

目

を

迎

え
、
源
兵
衡
川
の
水
辺
再
生
と

い

っ
た
自
然
環
境
の
改
善
を
中

心
に
多
彩
な
地
域
活
動
を
展
開

し
て
い
る
。

渡
辺
事
務
局
長
は

「
認
定
Ｎ

Ｐ
Ｏ
法
人

の
認
定
機
関
が
国
か

ら
地
方
に
移
管
さ
れ
、
法
人
取

と
は
喜
ば
し
い
」
と
歓
迎
す
る

一
方
、
　

ョ
ロ
本

の
多
く
の
Ｎ
Ｐ

Ｏ
は
、
　

″市
民
会
社
″
と
し
て

の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

（活
動
と
組

踊
限
韓
樺
一
錠
設
〕
略
琢
∽
勘

営
な
ど
の
専
門
的
な
知
識
を
十

分
に
理
解
し
た
専
門
職
員
を
雇

用
し
て
い
る
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
が
少

な

い
中
で
、
税
制
優
遇
に
よ

っ

て
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
活
動
が
強
化
さ
れ

る
こ
と
に

つ
な
が
る
の
か
」
と

懸
念
し
て
い
る
。

よ
う
、
法
令
順
守
、
情
報
開

示
の
徹
底
が
不
可
欠
に
な

る
」
と
指
摘
し
て
い
る

。

る
。そ

の
上
で
、

「寄
付
す
る
人

に
と

っ
て
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
が
き
ち
ん

と

活

動

し

て

い
る

の
か

が

重

要
に
な
る
」
と
指
摘
し
、
Ｎ
Ｐ

Ｏ
団
体
を
選
ぶ

″目
″
が
よ
り

厳

し

く

な

る

と

予

想

し

て

い

る
。同

様
の
視
点
か
ら
、

「Ｎ
Ｐ

Ｏ
に
と

っ
て
組
織
基
盤
の
強
化

が
さ
ら
に
求
め
ら
れ
る
」
と
強

内
閣
府

に
よ
る
と
、
全
国

　

は
、
今
回
の
制
度
改
正
で

「認

　

る
と
と
も
に
、

「税
額
控
除

の
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
約
４
万
３
０

　

定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
は
１
０
０
０

　

な
ど
寄
付
者
に
と

っ
て
メ
リ

０
０

（６
月
末
現
在
）
の
う

　

を
超
え
る
の
で
は
な
い
か
」
　

ッ
ト
の
大
き
い
制
度
が
導
入

膨品
播
３Ｐ２。
違
法
行
為
防
止
へ
情
報

陣鰹
躍
形
は

体難
梨
盟
）
開
示
の
徹
底
が
不
可
欠

薙
棚
雄
礎

し
か
し
、
日
本
Ｎ
Ｐ
Ｏ
学

　

と
推
測
し
て
い
る

。
そ
の
上

会
会
長
を
務
め
る
大
阪
大
学

　

で
、
今
後

の
課
題
と
し
て
、

大

学

院

の
雌

離

嘩

人 ‘
教

授

　

新
制

度

の
周
知

・
徹
底
を
図
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